
議案第２３号

令 和 ５ 年 度

五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 書



令和５年度五所川原市下水道事業会計予算

（総則）
第１条　令和５年度五所川原市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）
第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

（特定環境保全
（公共下水道事業） 公共下水道事業） （農業集落排水事業） （漁業集落排水事業）

（１） 戸 戸 戸
（２） ㎥ ㎥ ㎥
（３） ㎥ ㎥ ㎥
（４） 公共下水道築造、処理場建設改良事業

（収益的収入及び支出）
第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　収　　　　入
第１款　公共下水道事業収益
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業収益
第１項
第２項
第３項

第３款　農業集落排水事業収益
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業収益
第１項
第２項
第３項

第５款　浄化槽設置整備事業収益

排水（処理）戸数 ８，５２０ 戸 １７０ ４７０ １９０
年 間 排 水 量 ２，４９１，４７０ ㎥ ３４，７６５ １３３，６０５ ４６，９６０
一 日 平 均 排 水 量 ６，８２６ ㎥ ９５ ３６６ １２９
主要な建設改良事業

６４２，７８６ 千円
営 業 収 益 ３７８，１５１ 千円
営 業 外 収 益 ２６４，６３４ 千円
特 別 利 益 １ 千円

３３，７１９ 千円
営 業 収 益 ５，８６０ 千円
営 業 外 収 益 ２７，８５８ 千円
特 別 利 益 １ 千円

５２，２４８ 千円
営 業 収 益 １５，９２７ 千円
営 業 外 収 益 ３６，３２０ 千円
特 別 利 益 １ 千円

３３，７８７ 千円
営 業 収 益 ７，７２０ 千円
営 業 外 収 益 ２６，０６６ 千円
特 別 利 益 １ 千円

４６，５００ 千円
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第１項

　支　　　　出
第１款　公共下水道事業費用
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業費用
第１項
第２項
第３項

第３款　農業集落排水事業費用
第１項
第２項
第３項

第４款　漁業集落排水事業費用
第１項
第２項
第３項

第５款　浄化槽設置整備事業費用
第１項

（資本的収入及び支出）
第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額９２，０３４千円は、当
年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６，９３１千円、過年度分損益勘定留保資金８５，１０３千円で補てんするものとする。）

　収　　　　入
第１款　公共下水道事業資本的収入
第１項
第２項
第３項
第４項

営 業 外 収 益 ４６，５００ 千円
収 入 合 計 ８０９，０４０ 千円

８０２，７６７ 千円
営 業 費 用 ７４２，８２６ 千円
営 業 外 費 用 ５９，８９０ 千円
特 別 損 失 ５１ 千円

５１，３１７ 千円
営 業 費 用 ４８，９０７ 千円
営 業 外 費 用 ２，３８９ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

７４，７７４ 千円
営 業 費 用 ７０，９３２ 千円
営 業 外 費 用 ３，８２１ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

４３，４５８ 千円
営 業 費 用 ４１，２７１ 千円
営 業 外 費 用 ２，１６６ 千円
特 別 損 失 ２１ 千円

４６，５００ 千円
営 業 費 用 ４６，５００ 千円

支 出 合 計 １，０１８，８１６ 千円

５５３，３３４ 千円
企 業 債 １４３，３００ 千円
他 会 計 出 資 金 ３３３，９２８ 千円
国 庫 補 助 金 ７４，５００ 千円
負 担 金 等 １，６０６ 千円
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第２款　特定環境保全公共下水道事業
　資本的収入

第１項
第２項

第３款　農業集落排水事業資本的収入
第１項
第２項

第４款　漁業集落排水事業資本的収入
第１項
第２項
第３項
第４項

　支　　　　出
第１款　公共下水道事業資本的支出
第１項
第２項
第３項

第２款　特定環境保全公共下水道事業
　資本的支出

第１項
第３款　農業集落排水事業資本的支出
第１項
第２項

第４款　漁業集落排水事業資本的支出
第１項
第２項

２０，３６６ 千円
企 業 債 ９００ 千円
他 会 計 出 資 金 １９，４６６ 千円

４７，３６５ 千円
企 業 債 １０，２００ 千円
他 会 計 出 資 金 ３７，１６５ 千円

２７，９０２ 千円
企 業 債 １２，１００ 千円
他 会 計 出 資 金 １４，７０２ 千円
国 庫 補 助 金 １，０００ 千円
県 補 助 金 １００ 千円

収 入 合 計 ６４８，９６７ 千円

６４５，３６８ 千円
建 設 改 良 費 １８４，６４９ 千円
固 定 資 産 購 入 費 ５８２ 千円
企 業 債 償 還 金 ４６０，１３７ 千円

２０，３６６ 千円
企 業 債 償 還 金 ２０，３６６ 千円

４７，３６５ 千円
建 設 改 良 費 １１，０００ 千円
企 業 債 償 還 金 ３６，３６５ 千円

２７，９０２ 千円
建 設 改 良 費 ７，７００ 千円
企 業 債 償 還 金 ２０，２０２ 千円

支 出 合 計 ７４１，００１ 千円
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（継続費）
第５条　継続費の総額及び年割額は、次のとおりと定める。

（企業債）
第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

 (一時借入金）
第７条　一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）
第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。
（１）各項に計上した経費の予定額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項間の流用

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額

起 債 の 目 的 限 度 額 起 債 の 方 法 利 率 償 還 の 方 法

1
公共下水道事業
資 本 的 支 出

1 建 設 改 良 費
五所川原市浄化センター受変電

設備（電気）更新工事
４１０，０００千円

令和５年度 １２０，０００千円

令和６年度 ２９０，０００千円

公共下水道事業 ７４，８００千円

公共下水道事業
資本費平準化債

４６，０００千円

下水道事業債
（特別措置分）

２２，５００千円

特定環境保全公共下水道事業
資本費平準化債

９００千円

農業集落排水事業 １０，２００千円

漁業集落排水事業 ６，６００千円

漁業集落排水事業
資本費平準化債

５，５００千円

普通貸借

年３．０％以内
（ただし、利率見直し方式とした場
合にあって、利率の見直しを行った
後は、当該見直し後の利率）

借入先の融資条件による。ただ
し下水道事業会計予算の都合に
より繰上償還又は低利に借り換
えることができる。
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（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）
第９条  次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する
場合は議会の議決を経なければならない。
（１）

（他会計からの補助金）
第１０条　事業安定のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は２６，３２３千円である。
＜内訳＞
特定環境保全公共下水道事業他会計補助金 千円
農業集落排水事業他会計補助金 千円
漁業集落排水事業他会計補助金 千円

（たな卸資産購入限度額）
第１１条　たな卸資産の購入限度額は、２，４７５千円と定める。

令和５年３月２日提出

職 員 給 与 費 ７７，０１５ 千円

９，６０２
１０，１５５

６，５６６

五所川原市長　 佐々木　孝　昌

-5-



予 算 に 関 す る 説 明 書
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１

２

３

４

５

６

７

８

令 和 ５ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 予 算 実 施 計 画

令和５年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書

令 和 ５ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 会 計 給 与 費 明 細 書

継 続 費 に 関 す る 調 書

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

令 和 ５ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

令 和 ４ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 損 益 計 算 書

令 和 ４ 年 度 五 所 川 原 市 下 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表

地 方 公 営 企 業 法 第 ２ ５ 条 及 び 同 法 施 行 令 第 １ ７ 条 の
２ の 規 定 に 基 づ く 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１　令和５年度五所川原市下水道事業会計予算実施計画

(収益的収入及び支出）
収 入

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

事 業 収 益 ８０９,０４０ 下水道事業の経営活動全般から生ずる収益

1
公共下水道事業
収 益

６４２,７８６ 公共下水道事業の経営活動全般から生ずる収益

1 営 業 収 益 ３７８,１５１ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 ３７７,０３２ 公共下水道使用料

2 その他営業収益 １,１１９ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ２６４,６３４ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 負 担 金 ５３,７６５
雨水処理、基礎年金拠出金等及び利子償還に対す
る一般会計繰入金

2 補 助 金 １０,５００ 処理施設の耐震診断業務に対する国庫支出金

3 長期前受金戻入 ２００,２２８ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

4 雑 収 益 １４１ 行政財産使用料ほか雑収入

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
収 益

３３,７１９
特定環境保全公共下水道事業の経営活動全般から
生ずる収益

1 営 業 収 益 ５,８６０ 主たる営業活動から生ずる収益
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1 下 水 道 使 用 料 ５,８５１ 特定環境保全公共下水道使用料

2 その他営業収益 ９ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ２７,８５８ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 補 助 金 ９,６０２
営業費用を使用料等で賄えない部分に対する一般
会計繰入金

2 他 会 計 負 担 金 ２,３８９ 利子償還に対する一般会計繰入金

3 長期前受金戻入 １５,８６６ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

4 雑 収 益 １ 手数料、不用品の売却代金、その他

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

3
農 業 集 落 排 水
事 業 収 益

５２,２４８ 農業集落排水事業の経営活動全般から生ずる収益

1 営 業 収 益 １５,９２７ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 １５,９１５ 農業集落排水施設使用料

2 その他営業収益 １２ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ３６,３２０ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 補 助 金 １０,１５５
営業費用を使用料等で賄えない部分に対する一般
会計繰入金

2 他 会 計 負 担 金 ３,８２１ 利子償還に対する一般会計繰入金
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

3 長期前受金戻入 ２２,３４３ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

4 雑 収 益 １ 手数料、不用品の売却代金、その他

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 収 益

３３,７８７ 漁業集落排水事業の経営活動全般から生ずる収益

1 営 業 収 益 ７,７２０ 主たる営業活動から生ずる収益

1 下 水 道 使 用 料 ７,７１１ 漁業集落排水施設使用料

2 その他営業収益 ９ 上記以外の収益

2 営 業 外 収 益 ２６,０６６ 主たる営業活動以外の収益

1 他 会 計 補 助 金 ６,５６６
営業費用を使用料等で賄えない部分に対する一般
会計繰入金

2 他 会 計 負 担 金 ２,１６６ 利子償還に対する一般会計繰入金

3 長期前受金戻入 １７,３３３ 長期前受金の減価償却見合い分を収益化したもの

4 雑 収 益 １ 手数料、不用品の売却代金、その他

3 特 別 利 益 １ 当年度の経常的収支から除外すべき利益

1 過年度損益修正益 １
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有するも
の

5
浄化槽設置整備
事 業 収 益

４６,５００ 浄化槽設置整備事業の収益
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支 出

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1 営 業 外 収 益 ４６,５００ 浄化槽設置整備事業の収益

1 他 会 計 負 担 金 ４６,５００ 一般会計繰入金

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

事 業 費 用 １,０１８,８１６ 下水道事業の経営活動全般から生ずる費用

1
公共下水道事業
費 用

８０２,７６７ 公共下水道事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ７４２,８２６ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 １８,６５１ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 ２２３,８５５ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ４８,０７７ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ４５２,２４３ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 ５９,８９０ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

４７,３９０ 企業債利息に要する費用

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

１２,５００
下水道事業に係る消費税及び地方消費税に要する
費用

3 特 別 損 失 ５１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

-11-



款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

５０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
費 用

５１,３１７
特定環境保全公共下水道事業の経営活動全般から
生ずる費用

1 営 業 費 用 ４８,９０７ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ２,７４３ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 １２,４１５ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ２８５ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ３３,４６４ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 ２,３８９ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

２,３８９ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で、損失の性質を有する
もの

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

3
農 業 集 落 排 水
事 業 費 用

７４,７７４ 農業集落排水事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ７０,９３２ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 ３,８０７ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 ２１,９４６ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

3 総 係 費 ３１０ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ４４,８６９ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 ３,８２１ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

３,８２１ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

4
漁 業 集 落 排 水
事 業 費 用

４３,４５８ 漁業集落排水事業の経営活動全般から生ずる費用

1 営 業 費 用 ４１,２７１ 主たる営業活動から生ずる費用

1 管 き ょ 費 １,８４９ 管路の維持管理に要する費用

2 処 理 場 費 １２,１４２ 処理施設の維持管理及び排水処理に要する費用

3 総 係 費 ２７６ 一般管理に要する費用

4 減 価 償 却 費 ２７,００４ 固定資産の減価償却費用

2 営 業 外 費 用 ２,１６６ 金融及び財務活動に伴う費用

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

２,１６６ 企業債利息及び一時借入金利息に要する費用

3 特 別 損 失 ２１ 当年度の経常的費用から除外すべき損失
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(資本的収入及び支出）
収 入

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1 過年度損益修正損 １
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有するも
の

2
過誤納還付金及び
還 付 加 算 金

２０ 過誤納付に伴う還付金等の費用

5
浄化槽設置整備
事 業 費 用

４６,５００
浄化槽設置整備事業の経営活動全般から生ずる費
用

1 営 業 費 用 ４６,５００ 主たる営業活動から生ずる費用

1 総 係 費 ４６,５００ 浄化槽設置整備事業に要する費用

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

資 本 的 収 入 ６４８,９６７ 建設改良及び企業債償還に対する収入

1
公共下水道事業
資 本 的 収 入

５５３,３３４
公共下水道事業の建設改良及び企業債償還に対す
る収入

1 企 業 債 １４３,３００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 １４３,３００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 ３３３,９２８ 建設改良及び企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 ３３３,９２８
市単独事業費及び企業債元金償還に対する一般会
計繰入金

3 国 庫 補 助 金 ７４,５００ 建設改良に対する国庫支出金

1 国 庫 補 助 金 ７４,５００ 公共下水道事業に対する国庫支出金

-14-



款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

4 負 担 金 等 １,６０６ 建設改良に対する負担金

1 受 益 者 負 担 金 １,６０６ 公共下水道事業受益者負担金

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
資 本 的 収 入

２０,３６６
特定環境保全公共下水道事業の企業債償還に対す
る収入

1 企 業 債 ９００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 ９００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 １９,４６６ 建設改良及び企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 １９,４６６ 企業債元金償還に対する一般会計繰入金

3
農 業 集 落 排 水
事業資本的収入

４７,３６５
農業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に対
する収入

1 企 業 債 １０,２００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 １０,２００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 ３７,１６５ 企業債償還に対する収入

1 他 会 計 出 資 金 ３７,１６５
市単独事業費及び企業債元金償還に対する一般会
計繰入金

4
漁 業 集 落 排 水
事業資本的収入

２７,９０２
漁業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に対
する収入

1 企 業 債 １２,１００ 企業債の発行による収入

1 企 業 債 １２,１００
建設改良費等の財源に充てるために発行する企業
債

2 他 会 計 出 資 金 １４,７０２ 企業債償還に対する収入
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支 出

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

1 他 会 計 出 資 金 １４,７０２ 企業債元金償還に対する一般会計繰入金

3 国 庫 補 助 金 １,０００ 建設改良に対する国庫支出金

1 国 庫 補 助 金 １,０００ 漁業集落排水事業に対する国庫支出金

4 県 補 助 金 １００ 建設改良に対する県支出金

1 県 補 助 金 １００ 漁業集落排水事業に対する県支出金

款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

資 本 的 支 出 ７４１,００１ 建設改良及び企業債償還に要する費用

1
公共下水道事業
資 本 的 支 出

６４５,３６８
公共下水道事業の建設改良及び企業債償還に要す
る費用

1 建 設 改 良 費 １８４,６４９ 建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 ６４,６４９ 管きょの建設改良に要する費用

2 処理場建設改良費 １２０,０００ 処理場の建設改良に要する費用

2 固定資産購入費 ５８２ 固定資産の取得に要する費用

1
有 形 固 定 資 産
購 入 費

５８２ 有形固定資産の取得に要する費用

3 企 業 債 償 還 金 ４６０,１３７ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 ４６０,１３７
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金
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款 項 目 予定額 (千円） 備　　　　　　　　　　　　　　考

2
特 定 環 境 保 全
公共下水道事業
資 本 的 支 出

２０,３６６
特定環境保全公共下水道事業の企業債償還に要す
る費用

1 企 業 債 償 還 金 ２０,３６６ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 ２０,３６６
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

3
農 業 集 落 排 水
事業資本的支出

４７,３６５
農業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に要
する費用

1 建 設 改 良 費 １１,０００ 建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 １,７００ 管きょの建設改良に要する費用

2 処理場建設改良費 ９,３００ 処理場の建設改良に要する費用

2 企 業 債 償 還 金 ３６,３６５ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 ３６,３６５
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金

4
漁 業 集 落 排 水
事業資本的支出

２７,９０２
漁業集落排水事業の建設改良及び企業債償還に要
する費用

1 建 設 改 良 費 ７,７００ 建設改良に要する費用

1 管 き ょ 建 設 費 ３,５００ 管きょの建設改良に要する費用

2 処理場建設改良費 ４,２００ 処理場の建設改良に要する費用

2 企 業 債 償 還 金 ２０,２０２ 企業債償還に要する費用

1 企 業 債 償 還 金 ２０,２０２
建設改良費等の財源に充てるために発行した企業
債の元金償還金
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー
　　　当年度純利益
　　　減価償却費
　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）
　　　長期前受金戻入額
　　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　　未収金の増減額（△は増加）
　　　未払金の増減額（△は減少）
　　　引当金の増減額（△は減少）
　　　小計
　　　支払利息及び企業債取扱諸費
　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー
　　　有形固定資産の取得による支出
　　　国庫補助金等による収入
　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

３　財務活動によるキャッシュ・フロー
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入
　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出
　　　他会計からの出資による収入
　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）
資金期首残高
資金期末残高

２　令和５年度五所川原市下水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書
（令和５年４月１日から令和６年３月３１日まで）

（単位：千円）

△ 218,308
557,580
△ 94

△ 255,770
55,766
△ 60

△ 1,829
97

137,382
△ 55,766

81,616

△ 188,382
70,201

△ 118,181

166,500
△ 537,070

405,261
34,691

△ 1,874
181,837
179,963
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１　総括
３　令和５年度五所川原市下水道事業会計給与費明細書

職　員　数 給　　　与　　　費
特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

5 10 86 38,740 21,018 59,844 17,171 77,015

5 10 86 39,817 20,660 60,563 18,226 78,789

0 0 0 △ 1,077 358 △ 719 △ 1,055 △ 1,774

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

576 8,430 6,741 568 911 1,254 360 360 18 1,800

1,032 8,534 6,383 621 514 918 480 360 18 1,800

△ 456 △ 104 358 △ 53 397 336 △ 120 0 0 0

区 分
法定福利費 合　　計

本 年 度

前 年 度

比 ○ 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

本 年 度

前 年 度

比 ○ 較

手当の　　　　
内　訳
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ア　会計年度任用職員以外の職員
職　員　数 給　　　与　　　費

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当 計
（人） （人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

10 38,740 21,018 59,758 17,171 76,929

10 39,817 20,660 60,477 18,226 78,703

0 △ 1,077 358 △ 719 △ 1,055 △ 1,774

管理職員特 時間外勤務

別勤務手当 手　　　当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

576 8,430 6,741 568 911 1,254 360 360 18 1,800

1,032 8,534 6,383 621 514 918 480 360 18 1,800

△ 456 △ 104 358 △ 53 397 336 △ 120 0 0 0

区 分
法定福利費 合　　計

本 年 度

前 年 度

比 ○ 較

区分
扶養手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当 通勤手当 住居手当 児童手当 管理職手当

本 年 度

前 年 度

比 ○ 較

手当の　　　　
内　訳
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期末手当　　　　　１８
勤勉手当　　　　３６５
扶養手当　　　△４５６ 通勤手当　　　　　３９７
期末手当　　　△１２２ 住居手当　　　　　３３６
勤勉手当　　　　　△７ 児童手当　　　　△１２０
寒冷地手当　　　△５３

３　給料及び手当の状況
（１） 職員１人当たり給与

（２） 初　任　給

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額 (千円） 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ） 説 明 備 考

給与改定に伴う
増 加 分
昇 給 に 伴 う
増 加 分

制度改正に伴う
増 減 分

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

平 均 給 料 月 額(円） ３２２，４７０

平 均 給 与 月 額(円） ３４９，１６０

平 均 年 齢(歳） ４３歳　　４月

平 均 給 料 月 額(円） ３３１，２６０

平 均 給 与 月 額(円） ３５３，６３０

平 均 年 齢(歳） ４７歳　　４月

一般会計の制度
行　政　職　(円）

高 校 卒 １５４，６００ １５４，６００

大 学 卒 １８５，２００ １８５，２００

給 料 △１，０７７

８７
給与改定に伴う
増分

平均改定率　０．３１％

３４
本年度昇給に伴
う増分

平均昇給率　１．１６％

その他の増減分 △１，１９８
職員の異動等に
伴う減分

手 当 ３５８

３８３
支給率の改正に
よる増分

その他の増減分 △２５
職員の異動等に
伴う減分

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在

区 分 行　政　職　(円）
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（級別の基準となる職務）

（３） 級 別 職 員 数

行 政 職

級 職員数（人） 構成比（％）

７　級

６　級

５　級 １ １０．０

４　級 ５ ５０．０

３　級 １ １０．０

２　級 ２ ２０．０

１　級 １ １０．０

計 １０ １００．０

７　級

６　級

５　級 １ １０．０

４　級 ６ ６０．０

３　級 １ １０．０

２　級 １ １０．０

１　級 １ １０．０

計 １０ １００．０

区 分 ７　級 ６　級 ５　級 ４　級 ３　級 ２　級 １　級

行 政 職 部 長 参 事 課 長 課 長 補 佐 係 長 主 任 主 事

区 分

令和５年１月１日現在

令和４年１月１日現在
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（４） 昇　給

区　　　　　　　　　　　　分 行 政 職

職 員 数(Ａ)(人) １０

昇給に係る職員数(Ｂ)(人) ８

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ８

５号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) ８０．０

職 員 数（Ａ）(人) １０

昇給に係る職員数（Ｂ）(人) ５

１号給 (人)

２号給 (人)

３号給 (人)

４号給 (人) ５

５号給 (人)

６号給 (人)

８号給 (人)

比 率(Ｂ)／（Ａ）(％) ５０．０

本
１
１　
年　　
１
１
度

号給数別内訳

前
１
１
年　
１　
１　
度

号給数別内訳
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（５） 期 末 手 当　・　勤 勉 手 当

※（　）内は、再任用職員の支給率

（６） 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（７） その他の手当

支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

６月 (月分） １２月 (月分） (月分） 級 等 に よ る 加 算 措 置

（１．１２５） （１．１２５） （２．２５）

２．１５０ ２．１５０ ４．３０

（１．１００） （１．１００） （２．２０）

２．１００ ２．１００ ４．２０

（１．１２５） （１．１２５） （２．２５）

２．１５０ ２．１５０ ４．３０

20年勤続の者 25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度 退 職 時

(月分） (月分） (月分） (月分） 特 別 昇 給

・定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

・定年前早期退職特例措置

(2％～45％加算）

・職務の級に応じた調整額

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同　　　　じ 無

住 居 手 当 同　　　　じ 無

通 勤 手 当 同　　　　じ 無

区 分 備 考

本年度 有

前年度 有

一般会計の制度 有

区 分 その他の加算措置等 備　　考

支 給 率 等 ２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 無

一般会計の制度
( 支 給 率 等 ）

２４．５８６８７５ ３３．２７０７５ ４７．７０９ ４７．７０９ 無
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1 1

４　継続費に関する調書

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

120,000 66,000 54,000 0 120,000 120,000 29.3

290,000 154,000 136,000 0 290,000 0.0

410,000 220,000 190,000 0 120,000 120,000 290,000 29.3

全体計画
前前年度末
までの支払
義務発生額

前年度末ま
での支払義
務発生(見
込)額

当該年度支
払義務発生
予定額

当該年度末
までの支払
義務発生予
定額

翌年度以降
の支払義務
発生予定額

継続費の総
額に対する
進捗率

備考

年度 年割額

左の財源内訳

国庫補助金 企業債
当 年 度
損益勘定
留保資金

５

６

計

款 項 事業名

公共下
水道事
業資本
的支出

建設改
良費

五所川原市浄化セ
ンター受変電設備
（電気）更新工事
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（単位：千円）

５　債務負担行為に関する調書

前 年 度 末 ま で の 支 払 当 該 年 度 以 降 の 支
義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 払 義 務 発 生 予 定 額

事　　　　　　　項 限　度　額
左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額
下水道使用料

収 益

排水設備工事資金の融資
に 対 す る 損 失 補 償

損失額の全額
令和５年度から
事業継続期間中

排水設備工事資金利子補給金
貸付融資額のう
ち保有額に対す
る年９％以内

平成２０年度から
１６９

令和５年度から
事業継続期間中

令和４年度まで

五 所 川 原 市 公 共 下 水 道
処理施設等包括的運転管理
業 務 委 託

１,１９６,９７６

令和４年度から
２１５,１６０

令和５年度から
９８１,８１６ ９８１,８１６

令和４年度まで 令和８年度まで

蒔 田 地 域 農 業 集 落 排 水
処 理 施 設 制 御 盤 修 繕

８５３

令和５年度から
８５３ ８５３

令和５年度まで
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１
（１）

イ
ロ

ハ

ニ

ホ

ヘ

ト

（２）
イ

（３）
イ

２
（１）
（２）

（３）

６　令和５年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
（令和６年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 195,103
建 物 1,473,403
減 価 償 却 累 計 額 △ 913,758 559,645
構 築 物 20,894,159
減 価 償 却 累 計 額 △ 8,640,358 12,253,801
機 械 及 び 装 置 3,223,743
減 価 償 却 累 計 額 △ 2,022,534 1,201,209
車 両 運 搬 具 14,986
減 価 償 却 累 計 額 △ 14,237 749
工 具 器 具 及 び 備 品 7,360
減 価 償 却 累 計 額 △ 6,051 1,309
建 設 仮 勘 定 204,217

有 形 固 定 資 産 合 計 14,416,033
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 2,556

無 形 固 定 資 産 合 計 2,556
投資その他の資産
そ の 他 投 資 40

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 40
固 定 資 産 合 計 14,418,629

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 179,963
未 収 金 43,994
貸 倒 引 当 金 △ 487 43,507

貯 蔵 品 532
流 動 資 産 合 計 224,002
資 産 合 計 14,642,631
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３
（１）

（１）
（２）
（３）

（１）

６
７
（１）

（２）

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 4,791,374
固 定 負 債 合 計 4,791,374

４ 流 動 負 債
企 業 債 494,029
未 払 金 46,877
引 当 金 5,811
流 動 負 債 合 計 546,717

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金 13,453,255
収 益 化 累 計 額 △ 7,912,194
繰 延 収 益 合 計 5,541,061
負 債 合 計 10,879,152

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 5,942,232
剰 余 金
資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,289
ロ 補 助 金 5,211
ハ 負 担 金 等 46,615
資 本 剰 余 金 合 計 58,115
利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 2,236,868
利 益 剰 余 金 合 計 △ 2,236,868
剰 余 金 合 計 △ 2,178,753
資 本 合 計 3,763,479
負 債 資 本 合 計 14,642,631
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（１）
（２）
２
（１）
（２）
（３）
（４）

３
（１）
（２）
（３）
（４）
（５）
（６）
４
（１）
（２）

５
（１）
６
（１）
（２）

７　令和４年度五所川原市下水道事業予定損益計算書
（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

（単位：千円）
営 業 収 益

下 水 道 使 用 料 374,044
そ の 他 営 業 収 益 348 374,392

営 業 費 用
管 き ょ 費 46,074
処 理 場 費 323,801
総 係 費 91,619
減 価 償 却 費 563,526 1,025,020
営 業 損 失 650,628

営業外収益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 1
他 会 計 補 助 金 20,888
他 会 計 負 担 金 119,847
補 助 金 67,500
長 期 前 受 金 戻 入 259,770
雑 収 益 145 468,151

営業外費用
支払利息及び企業債取扱諸費 64,446
雑 支 出 9,476 73,922 394,229
経 常 損 失 256,399

特 別 利 益
過 年 度 損 益 修 正 益 4 4

特 別 損 失
過 年 度 損 益 修 正 損 4
過誤納還付金及び還付加算金 110 114 110
当 年 度 純 損 失 256,509
前 年 度 繰 越 欠 損 金 1,762,051
当 年 度 未 処 理 欠 損 金 2,018,560
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（２）

（３）

８　令和４年度五所川原市下水道事業予定貸借対照表
（令和５年３月３１日）

資　　　　産　　　　の　　　　部
（単位：千円）

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
土 地 195,103
建 物 1,473,403
減 価 償 却 累 計 額 △ 885,929 587,474
構 築 物 20,879,442
減 価 償 却 累 計 額 △ 8,186,052 12,693,390
機 械 及 び 装 置 3,205,834
減 価 償 却 累 計 額 △ 1,947,246 1,258,588
車 両 運 搬 具 14,986
減 価 償 却 累 計 額 △ 14,125 861
工 具 器 具 及 び 備 品 6,831
減 価 償 却 累 計 額 △ 6,006 825
建 設 仮 勘 定 48,907

有 形 固 定 資 産 合 計 14,785,148
無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権 2,556

無 形 固 定 資 産 合 計 2,556
投資その他の資産
そ の 他 投 資 40

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計 40
固 定 資 産 合 計 14,787,744

流 動 資 産
現 金 ・ 預 金 181,837
未 収 金 43,946
貸 倒 引 当 金 △ 581 43,365

貯 蔵 品 532
流 動 資 産 合 計 225,734
資 産 合 計 15,013,478
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（１）

（１）
（２）
（３）

（１）

６
７
（１）

（２）

負　　　　債　　　　の　　　　部

固 定 負 債
企 業 債 5,118,903
固 定 負 債 合 計 5,118,903

４ 流 動 負 債
企 業 債 537,070
未 払 金 48,706
引 当 金 5,631
流 動 負 債 合 計 591,407

５ 繰 延 収 益
長 期 前 受 金 13,383,066
収 益 化 累 計 額 △ 7,656,424
繰 延 収 益 合 計 5,726,642
負 債 合 計 11,436,952

資　　　　本　　　　の　　　　部

資 本 金 5,336,971
剰 余 金
資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 6,289
ロ 補 助 金 5,211
ハ 負 担 金 等 46,615
資 本 剰 余 金 合 計 58,115
利 益 剰 余 金

イ 当 年 度 未 処 理 欠 損 金 2,018,560
利 益 剰 余 金 合 計 △ 2,018,560
剰 余 金 合 計 △ 1,960,445
資 本 合 計 3,576,526
負 債 資 本 合 計 15,013,478
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注記
１　重要な会計方針
（１）資産の評価基準及び評価方法
　　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法によっている。
（２）固定資産の減価償却の方法
　　　　有形固定資産
　　　　・減価償却の方法 定額法による。
　　　　・主な耐用年数
　　　　　　建物 ８年～５０年
　　　　　　構築物 １０年～５０年
　　　　　　機械及び装置 １０年～２０年
　　　　　　車両運搬具 ４～６年
　　　　　　工具、器具及び備品 ３～１０年
（３）引当金の計上方法
　　イ　退職給付引当金
　　　　職員の退職手当は、青森県市町村職員退職手当組合における積立金相当額を超過した場合、一般会計が負担するため退職給付引当
　　　金は計上していない。
　　ロ　賞与引当金
　　　　職員の期末手当及び勤勉手当等の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月か
　　　ら３月までの４か月分）を計上している。
　　ハ　貸倒引当金
　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率による回収不能見込額を計上している。
（４）消費税及び地方消費税の会計処理
　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２　セグメント情報の開示
（１）報告セグメントの概要
　　　五所川原市下水道事業は、公共下水道事業、特定環境保全公共下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業及び浄化槽設置整
　　備事業を運営しており、各事業で運営方針等を決定していることから、それらを報告セグメントとしている。なお、各報告セグメント
　　に属する事業の内容は以下のとおりである。

事業区分 事業の内容
公共下水道事業 市街地における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
特定環境保全公共下水道事業 市街地以外における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
農業集落排水事業 農業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
漁業集落排水事業 漁業集落における、し尿・生活雑排水等の処理及び雨水排除
浄化槽設置整備事業 下水道処理区域外における、し尿・生活雑排水等の処理のための浄化槽設置費に対する助成
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（２）報告セグメントごとの営業収益等

当年度（自　令和５年４月１日　至　令和６年３月３１日）

営業収益
営業費用
営業損益
経常損益
セグメント資産
セグメント負債
その他の項目
他会計繰入金
減価償却費
特別利益
特別損失
有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

３　リース契約により使用する固定資産
（１）リース会計に係る特例措置
　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。
（２）所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額
　　　１年内　　　１２５，３３４円
　　　１年超　　　　　　　　　０円
　　　　計　　　　１２５，３３４円

４　その他の注記
（１）引当金の取崩し
　　　当事業年度において、職員の期末手当及び勤勉手当等の支給のために、賞与引当金５，６３１千円を取り崩す予定である。
　　また、債権の不納欠損による損失に貸倒引当金５８１千円を取り崩す予定である。

（単位：千円）

343,875 5,328 14,480 7,019 0 370,702
719,395 47,506 68,580 39,978 46,483 921,942

△ 375,520 △ 42,178 △ 54,100 △ 32,959 △ 46,483 △ 551,240
△ 166,862 △ 17,578 △ 23,506 △ 10,252 0 △ 218,198
11,784,876 902,641 1,182,908 771,033 1,173 14,642,631
8,729,833 678,565 841,940 627,641 1,173 10,879,152

53,765 11,991 13,976 8,732 46,500 134,964
452,243 33,464 44,869 27,004 0 557,580

1 1 1 1 0 4
51 21 21 21 0 114

171,465 0 10,000 7,000 0 188,465

公共下水道
事業

特定環境保全
公共下水道

事業

農業集落排水
事業

漁業集落排水
事業

浄化槽設置
整備事業

合計
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